
読売新聞大阪本社



1

2019 年 7月

読売新聞大阪本社は、「健康経営」を新たに企業理念の柱の一つとして取り入れ、2016

年 11 月、大阪読売健康保険組合と連携して実践を開始しました。

読売信条が掲げる「真実を追究する公正な報道、勇気と責任ある言論により読者の信

頼にこたえる」ためには、これを実行する従業員の健康がすべての基盤となります。

関連施策を展開していくとともに、全従業員の健康状態の把握と取り組みの成果、進

捗状況を多角的に分析して、毎年度、「健康白書」を公表していくこととし、ここに 2019

年版をまとめました。

読売新聞大阪本社

大阪読売健康保険組合

健康憲章
「健康経営を基本理念とする企業を目指して」

読売新聞大阪本社は、「従業員一人ひとりの心と体の健康こ

そが、経営の重要な基盤」と位置づけ、健全な労働環境の

提供、適切な衛生管理施策を通じ、従業員の健康管理を経

営的な観点でとらえる「健康経営」を推進する。

従業員は自律的な健康維持・増進活動に努め、仕事にやり

がいをもち、会社が実施する健康経営施策に積極的に参画

する。               2016 年 11 月制定
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◆2018 年度に実施した主な健康施策

定期健康診断受診後フォロー

•要管理者比率は低い水準を維持

•組合要求の大腸がん検診実施

健康イベント

•ライザップ健康セミナー、過去最高の63人が参加

•アンガーマネジメント講座を開催

医療情報を社報で連載

•「今日からできるセルフケアレッスン」

•「教えて！ドクター」
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1.健診後のフォローの成果
◆要管理者比率は低い水準を維持

2018 年秋の定期健康診断は、

本社が対象者 803 人のうち 796

人が受診し、要管理者は 237 人

（要管理者比率 29.8％）。総支局

は対象者 237 人のうち 236 人が

受診し、要管理者は 67人（同率

28.4％）だった。15 年秋の定期

健診から産業医が再検査や治療

が必要と判断する要管理者の判

定基準を厳しくし、要管理者比

率は年々上昇していたが、医務

室によるフォロー体制の強化が

奏功、本社は 17 年春、総支局は

同年秋のピーク時以降、ともに

大幅に減少し、若干リバウンド

傾向はあるものの低い水準を維

持している。成果が徐々に出始

め、薬の服用など治療を始めて

数値が改善した社員が増え、要

管理者が減少した。

本社では17年春のピーク時の

要管理者比率 37.9％と比較する

と、同年秋は 9.8 ポイント減の

28.1％、18 年春は 29.2％、18 年

秋は 29.8％となった。総支局の

要管理者比率は17年秋のピーク

時が 34.3％だったが、18 年春は 24.7％と 9.6 ポイントも大幅に減り、18 年秋は 28.4％だ

った。

要管理者を検査項目別でみると、本社では脂質が 17年秋は 117人だったが、18 年秋には

61 人とほぼ半数になり、糖代謝も 55人から 24 人に大幅に減少した。総支局では肝臓が 17

年秋の 9 人から 18 年秋には 5人減の 4人となり、糖代謝も 9人から 6人になった。

◆大腸がんの早期発見に向け、18 年春の便潜血検査で陽性反応 30 人
自覚症状が表れにくい大腸がんは、部位別がん死因で男性 3 位、女性 1 位になっている

が、早期発見・治療で高い生存率につながるとされており、大腸がん検診を定期健診に加

えるよう、17 年 12 月に大阪読売新聞労働組合から職場改善要求があった。会社は 18 年春

の健康診断（年１回実施）から、大阪読売健康保健組合の補助を受けて 30 歳以上の希望者

を対象に便潜血検査（2 回法）を実施。対象者 877 人のうち 403 人が受検。陽性反応は 30

人だった。

厚生労働省などによると、便潜血検査が陽性となる確率は一般的に約 5～10％とされてお

り、18 年春の検査では陽性反応が 7.4％と、一般的な確率とほぼ同じ値になっている。し

かし、 受検者は半数に満たず、今後は受診率向上に向け、医務室から発信する「医務室

だより」を Y-port に掲載するなどして、大腸がん検査の受診を呼び掛ける。
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◆要管理者は中高年層（40～60 歳代）が全体の 8 割
要管理者を年齢別で見ると、本社と総支

局を合わせた全体の要管理者 304人のうち、

50 歳代が 124 人と最も多く、全体の 4 割を

占めた。次いで 40 歳代の 79 人、60 歳代の

49 人の順となり、40～60歳代の中高年が全

体の 8 割を超えた。

本社は要管理者237人のうち、50歳代（107

人）が 4 割強に達し、40 歳代（52 人）、60

歳代（37 人）の順となった。総支局では要

管理者 67 人のうち、40 歳代（27 人）が 4

割となり、50 歳代（17 人）、30歳代（10 人）

と続いた。

40 歳を超えると生活習慣病が増えており、

食生活の改善や適度な運動など中高年層に

対しての取り組みが今後の課題となる。

◆要管理者の受診、本社は 100％、総支局は 97％にとどまる
要管理者が受診した割合は、本社勤務者は 17 年春以降、100％を維持している。総支局

は 18 年春が 100％だったが、秋は 97％にとどまった。

16 年秋から医務室による定期健診後のフォロー体制を強化した。要管理者に対し、受診

を促す文書を通知し、期限を過ぎても受診しない社員には、所属長を通じて文書を渡し、

受診を促した。18 年秋のフォローでは、本社勤務の要管理者 237 人のうち、1 回目の通知

で受診した人は 165人、2 回目 60 人、3 回目 11 人、4 回目 1 人。総支局の要管理者 67 人の

うち、1 回目 42 人、2 回目 12人、3 回目 11 人で、未受診は 2人だった。

長澤産業医は「定期健診で異常が見つかっても、自覚症状のない人は、治療せずにその

まま放置することが多い。治療を後回しにすれば、疾病の発症や重症化につながる」と指

摘している。
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◆要管理者の原因分析
18 年秋の定期健診で要管理者に判定された検査項目別では、本社、総支局を合わせた全

体では、「血圧」（31.2％）、「脂質」（28.6％）、「尿酸」（19.4％）の順だった。

＜要管理者の原因別項目（2018 年秋、本社・総支局合計）重複者含む＞

血圧 脂質 尿酸 尿異常 糖代謝
95人（31.2％） 87人（28.6％） 59人（19.4％） 52人（17.1％） 30人（9.9％）

本社は「血圧」（32.5％）が最も多く、次いで「脂質」（25.7％）、「尿酸」（19.8％）、尿

異常（16.0％）となっている。要管理者が多かった 17 年春と 18 年秋を項目別比率でみる

と、脂質が 14.4 ポイントと大幅に減り、糖代謝も 8.7 ポイント減少した。一方、尿酸が 7.5

ポイント、尿異常が 5.7 ポイント、血圧が 5.4 ポイント、それぞれ増えた。

総支局のトップは「脂質」（38.8％）で、「血圧」（26.9％）、「尿異常」（20.9％）、「尿酸

（17.9％）、糖代謝（9･0）が続いた。17 年秋と比較すると、血圧が大幅に 10 ポイント、尿

酸 3.8 ポイント、脂質 2.2 ポイント増えた。糖代謝が 3.7 ポイント、尿異常は 3.0 ポイン

ト、それぞれ減少した。

17 年秋以降で見ると、本社では「血圧」が連続して１位を占め、総支局は「尿酸」と「脂

質」が交互にトップとなっている。

長澤産業医は「血圧や脂質などは薬を服用するなど適切な治療をすれば、すぐに数値が

下がり改善される。健康を維持するためには、食生活を改善し、生活習慣病の予防を心が

けることが大切」と指摘する。

2．生活習慣
18 年秋の定期健診

で実施した問診では、

「夕食後の間食を週 3
回以上している」の問

いに「毎日」と回答し

た人が 13％で、「時々」

も含めると 68%と、前

年同期の約 3 倍に増加した。「睡眠による休養は十分ではない」と感じている人は 61%を超

えて前年同期の 1.5 倍になった。

長澤産業医は「勤務時間の関係で間食をとるのは仕方ないが、体重が増えないように注

意してほしい」とアドバイスしている。

体調やメンタル面に

ついても、前年同期、

前々年同期と比較でき

る同様の問診項目を分

析した。その結果、特

に目立ったのは「熟睡

できない」が 12.8％と

ここ 3年間で最も多く、

前々年同期の 2 倍以上になっていたこと、「気が沈む」と訴えている人が、わずかながら増

加していることだ。長澤産業医は「熟睡できない状態が 2 週間以上続く場合は、医師の診

断を受けてほしい」と話す。

問診分析
18年秋 17年秋 16年秋

週３回以上は就寝前２時間以内に食事する 37.7% 38.5% 36.1%

夕食後の間食を週３回以上している 68.0% 24.8% 25.2%

ほぼ毎日飲酒する 35.4% 35.5% 43.2%

１日３０分の運動を週２回以上する習慣がない 75.6% 76.3% 54.8%

睡眠による休養は十分ではない 61.0% 38.6% 44.8%

メンタル不調
18年秋 17年秋 16年秋

けん怠感、疲労感 12.4% 13.1% 9.6%

イライラしやすい 8.9% 9.2% 8.5%

気が沈む 6.7% 5.9% 5.3%

熟睡できない 12.8% 11.8% 5.7%

頭痛 8.3% 9.0% 5.6%
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◆食生活改善
本社ビルと東館の社員食堂を運営する中央フードサービスと総務部が、食品メーカーな

どとタイアップして、食材の持つ健康への効用について学ぶ「健康教室」を計 4 回、開催

した。本社ビルの食堂で昼休みを利用して開き、食事をとりながら健康を学べるようにし

た。

▽5 月 11 日（伊藤園）：カテキンの効能について講義。

▽8 月 8 日（はごろもフーズ）：糖質制限について講義。

▽12 月 13 日（キューピー）：豆の魅力について講義。

▽3 月 12 日（森永乳業）：臓器の中でも早く老化する腸と健康について講義。

3．健康イベント
◆ライザップ健康セミナー

“結果にコミットする”で知られるライザップからトレーナーを招いた健康セミナー（本

社と大阪読売新聞労働組合で作る「ワーク・ライフ・バランス（WLB）協議会」、大阪読売

健康保険組合の共催）を 11月 27 日に開催し、この種のイベントでは過去最高の 63 人が参

加した。「ライザップのトレーニング内容に興味があった」、「引き締まった体になりたかっ

たので挑戦した」などの声があり、同社の知名度の高さが参加者増につながった。

参加者らは生

活習慣病を予防

する食事の基礎

知識やダイエッ

ト成功の秘けつ、

低糖質の食材や

食べ方の工夫に

ついて学んだ。さ

らに肥満につな

がる 10 項目の生

活習慣について

自己点検を行い、

グループに分か

れて各自の目標

などを語り合っ

た。

実技ではスク

ワットに挑戦。屈

伸のたびにうめき声が漏れるなど真剣に取り組む姿が見られ、最後は「スクワットを続け

る」「おやつを減らす」などと自分の目標を周囲に宣言して、ダイエット達成を誓っていた。

実施後のアンケートでは、参加者全員が「満足」、9 割が「明日から実施できる内容」と

回答。講義内容については、「運動で血圧などの数値が改善されたデータを示し、具体的で

理解しやすかった」「運動で基礎代謝が上がり、疲れにくい体になり、体重を減らすことで

健康を保つことにもつながることを学んだ」「運動器具を使わずに、自宅で簡単に取り組め

る運動メニューの紹介がよかった」などと好評だった。
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◆アンガーマネージメント講座
職場のストレス軽減には、円滑なコミュニケーションが欠かせない。人間関係をぎくし

ゃくさせない要因として「怒り」を上手にコントロールすることに着目した「アンガーマ

ネージメント講座」を 5 月 18

日に本社ビルで開いた。今回

はパワーハラスメント問題な

どがあった関連会社にも呼び

かけ、再発防止の参考にして

もらった。

講座には関連会社5社12人

含む計 29 人が参加し、講義や

グループワークを通じて、自

分がどんな時に怒りを感じや

すいかを客観視し、自分も他

人も傷つけないように怒りの

感情を伝える方法を学んだ。

参加者は、アンガーマネー

ジメント協会の講師から、「怒りは自分の理想と、目の前の出来事にギャップがある場合

にわき起こる」との説明を受け、「自分なら待ち合わせ時間と実際の到着時間にどの程度

差があるか」「何分なら遅れても許せるか」をグループで討論。同じルールでも、人によ

って許せる基準が違うことを確認した。会場は終始なごやかなムードで、参加者から活発

に意見が飛び交い、「落ち着いて上手に怒りの感情を伝えることができるようになりたい

と思った」などの声が寄せられた。

◆健康マイレージ
健康経営の健康増進活動として取り組んでいる「健康マイレージ」の第 3 回（18 年 4 月

～7 月）、第 4 回（18 年 10 月～19 年 1 月）を実施した。参加対象者は地方総支局、分散工

場、出向者を含む役員・全従業員。ウオーキングと「食生活改善コース」などの 4 コース

計 20 テーマから最大 5 つの目標を設定し、3 か月の期間中に達成すればマイルが貯まる仕

組みで、新たに健康イベントに出席した参加者には特別ボーナスマイルを付与するルール

を追加した。参加者数は第 1 回（52 人）、第 2 回（37 人）、第 3 回（34 人）、第 4 回（34 人）

と徐々に減少している。

19 年 4 月からの第 4 回では、課題だった参加者を増やす取り組みとして、参加者を初級、

中級、上級の各グループに分け、初心者でも参加しやすいように工夫した。ポイントカー

ドやポスターも一新し、参加を呼び掛けていく。

◆階段キャンペーン
手軽に運動不足を解消する取り組み「階段キャンペーン」は、18 年 4 月から第 3 回を実

施した。本社ビル、東館の階段を使い、上った階数をポイントカード（150 階分）に記入す

る仕組みで、62 人が参加し、延べ 369枚のカードを提出した。最高は１人 57 枚だった。

参加者数は第 1 回が 243 人と多かったが、第 2 回は前年の 4割を下回る 86 人、第 3 回は

初回の 4 分の 1 となった。

参加者が減っている理由について、「日ごろ階段を使っているが、ポイントカードの提出

が面倒くさい」「夏場は汗が出るので参加を見送っている」などの声もある。さらに、第 1

回目は所属長の参加も多かったが、2 回目以降は大幅に減り、部単位から興味のある個人へ

と移り、参加者が同じ顔触れになっている。新しい参加者の取り込みが課題となっている。
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4．医療費
2017 年度の本社社員の医療費総額は 2 億 2934 万円で、前年度に比べ 2077万円（10.0％）

増えた。総額の 63.5％が 50 歳以上だった。定年後再雇用の増加で、60～64 歳の社員が前

年度比 25 人増の 137 人（17 年 10 月末現在）となり、60～64 歳の医療費が約 1.5 倍の 3612

万円（1183万円増）になった影響が大きい。

◆1 人あたりの医療費
17 年度の 1人あたり

の医療費は平均で 18

万 1429 円と前年度よ

り1万5882円（9.6％）

増えた。55～59歳（28

万 3727 円）、60～64 歳

（26 万 3028 円）が全

体を押し上げている。

全国約 1400 の健康

保健組合が加盟してい

る健康保健組合連合会

（健保連）の平均と比

べると、本社の 1 人あ

たりの平均は健保連よ

り 4 万 4851 円、男女別

では男性が4万2482円、

女性が 5 万 2056 円多くなっている。年齢別でみると、1 人あたりの医療費は 35～39 歳が 6

万円以上、次いで 55～59 歳が約 5 万円、それぞれ健保連平均を上回っている。一方、45～

49 歳と 60～64 歳は 1 万 5000 円以上下回っている。
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◆傷病別医療費
傷病別の医療費は、新生物

（がん）が 3478 万円（全体の

17.6％）、循環器系疾患（高血

圧、動脈硬化など）が 3010 万

円（同 15.2％）の順で多く、

消化器系疾患（胃炎、慢性肝

炎など）、呼吸器系疾患（かぜ、

肺炎など）、内分泌・栄養・代

謝疾患（糖尿病、脂質異常症

など）が続いた。

がんは早期発見、早期治療

が重要であり、診断技術も近

年、着実に進歩している。健

康診断で、希望者を対象にし

た大腸がんや前立腺がんの検

査を積極的に受ける一方、大

阪読売健保の人間ドックを活用すれば、胃がん、乳がん、子宮頸がんの検査が受けられる。

17 年度に人間ドック・専門ドックを利用した社員は 430 人（受診者重複あり）で、16年

度より 33 人増えた。人間ドックは前年より 17 人増の 367 人、脳や肺などの専門ドックは

63 人で 16 人増えた。健康診断の項目にない胃がんや乳がんなどの検査を受けている社員が

多い。

◆生活習慣病
生活習慣病の糖尿病、高血圧症、高脂血症などの医療費も高止まりしている。17 年度は

糖尿病 771 万円（うち男性 98.2％）、高血圧症 513万円（同 93.2％）、高脂血症（脂質異常

症）496 万円（同 92.9％）など。大半を男性が占めている。これらの疾患の医療費は、い

ずれも 40 歳代になると上がり始め、50歳を超えるとさらに増える。生活習慣病は、日ごろ

の生活改善で予防できる。

大阪読売健保は、40 歳以上の社員を対象に実施している特定健診（人間ドックのほか、

会社の定期健診を含む）で、生活習慣病になる恐れがあるメタボリックシンドロームや予

備群と判定した社員に対し、特定保健指導を受けるよう呼びかけている。17 年度の対象者

は 171 人（男 164 人、女 7 人）で、うち指導を受けて終了したのは 9 人の 5.3％にとどまっ

た。指導終了者は前年度より 16 人、8ポイントも減った。

厚生労働省は特定健診、特定保健指導の実施率が低い健保組合を対象に、75 歳以上の後

期高齢者医療に充てる支援金を、18 年度分から段階的に増額するペナルティーを課す。実

施率を向上させることで、糖尿病などの発症や重症化を防ぎ、医療費を抑える狙いだ。実

施率が高い健保組合は、がん検診の実施なども総合的に判定し、支援金が減額される。

メタボリックシンドロームは病気ではなく、生活習慣病の一歩手前の段階で、食生活の

改善や運動の実施、体重を減らすことで予防できる。社員の健康を守り、医療費の抑制に

もつなげるため、本社としても大阪読売健保と連携して特定健診受診などを呼びかけたい。
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◆健保財政
大阪読売健保の 17 年度決算は、国の高齢者医療への拠出金が過去最高となった影響で、

3 億 731 万円の大幅な経常赤字となった。医療費などにあてる保険給付費は、50 歳代後半

から 60 歳代前半を中心に、がんや循環器系疾患が増え、9 億 7538 万円と前年度比 3514 万

円（3.7％）増だった。19 年度予算の保険給付費は、伸び率を 3％程度と想定し、3405 万円

増の 10 億 3489 万円を計上している。

5．今後に向けて
定期健診による疾病の早期発見・早期治療と合わせ、今後は健康づくりと疾病予防が重

要になる。社員が健康で、生き生きと働き、生産性の向上につなげることが、健康経営の

目的の一つでもある。定期健診の未受診、人間ドック受診意向を示しながら受けなかった

社員の追跡調査と受診指導を徹底し、健康管理を強化する。

定期健診結果で要管理者の判定を受けた社員の比率は、本社、総支局とも微増ながらも

低い水準を維持している。16 年秋から取り組んでいる健康診断後のフォロー体制強化の成

果が出てきていると言える。だが、体が発している信号をキャッチしても、異常を放置し

ていると大きな疾病につながりかねないため、引き続き、社員が治療の機会を逃さないよ

う、所属長の協力も得ながらフォローに取り組む。

定期健診で要管理者に判定された原因項目で上位を占める「血圧」や「脂質」などの生

活習慣病を予防するには、食生活の改善と適度な運動を心がけ、体重を減らすことが大切

になってくる。そのため、手軽に参加できる健康イベント「階段キャンペーン」や「健康

マイレージ」の積極的な参加を呼びかけ、社員の体力向上や健康づくりを推進する。

また、社員に健康への関心を高めてもらうため、医務室から疾病予防や健康維持に役立

つ情報を掲載した「医務室健康だより」を発信する。

社員が健康で、より質の高い生活が送れるよう、本社、社員、大阪読売健保が協力して、

病気予防と健康増進を図りたい。

◇従業員就業規則

第 ７６ 条 １. 会社および従業員は、従業員の健康管理を経営的な観点

でとらえ、健康な働き手の確保や医療費の削減につなげる

健康経営の理念を尊重しなければならない。

２．会社は従業員の健康増進に必要な措置の充実に努める。

３．従業員は前項の措置等を利用して健康の保持増進に努め

なければならない。
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6.医療情報連載
ストレスの蓄積から体調不良、病気に進行することを防ごうと、自分でできるストレ

スマネジメントの方法について、健康ケアルームの羽多野裕医師（心療内科・2018 年

９月末まで在勤）に「今日からできるセルフケアレッスン」と題する連載記事を執筆し

てもらい、社報 2018 年 6～8月号に計 3回掲載した。さらに、働き方改革が叫ばれる中、

長時間労働が心身の健康に与える影響について、同ルームの陣内里佳子医師（心療内科）

にインタビューした記事を「教えて！ドクター」として掲載した。以下、資料として再

掲する。
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